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なぜ、地域主体か？
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ü近年、日本でも再生可能エネルギーの導入が進むにつれて、
景観や自然環境等への影響問題が顕在化

ü地域主導の事業であれば、地域の主体が設備の所有、導入
の意思決定、利益の還元等を行うことで、トレードオフの関係
が成り立ち、社会受容性の向上に寄与

ü地域が主体となった再生可能エネルギー事業は、地域での
合意形成、意思決定、利益の還元など、様々な点で取り組
む意義がある

ü国（環境省、経産省、農水省）や自治体（例えば長野県、兵
庫県、神奈川県の収益納付型補助金制度）などでも地域主
導型の再生可能エネルギー事業を推進する政策を実施



FIT施行後の再生可能エネルギーの導入状況

ü 固定価格買取制度（FIT）施行後、新たに運転を開始した再エネ設備はFIT開始前（2、060万
kW）を超える）、約2、997万kWが導入されている。

ü 導入量の約96%が太陽光発電となっている。

2出典：資源エネルギー庁資料



日本のFIT施行後の状況

ü導入された新規認定再生可能エネルギーの約96%が太陽光
発電（2016年5月末時点）

ü太陽光発電の導入拡大により、系統接続制約の問題が発生
→FIT制度が改正（2015年1月）され、指定電気事業者制度と

して、従来の上限枠を超える「無制限・無補償の出力制御」
が実施

ü発電事業者にとっては、発電した電力の売電量の下限リスク
が見えず、事業リスクが高まることが懸念

3



太陽光発電の導入容量（新規認定＋移行認定）
（2016年5月末時点）
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出典：固定価格買取制度 情報公開サイト、資源エネルギー庁を元に作成



太陽光発電の認定容量（新規認定）
（2016年5月末時点）
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出典：固定価格買取制度 情報公開サイト、資源エネルギー庁を元に作成



指定電気事業者の下で追加される太陽光発電と出力制御の
見通し
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出典：総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会新エネルギー小委員会系統ワーキンググループ（第7回）‐配布資料



四国電力の状況
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平成28年1月22日に太陽光発電設備の３０日等出力制御枠である257万kWに到達し、移
行の契約申込みについて、360時間/年を超える出力制御を行う場合でも無補償となる。

出典：四国電力
HPhttp://www.yonden.co.jp/energy/n_ene_kounyu/renewable/moshikomi_jyokyo.html



参考：カリフォルニアの再エネ導入状況
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出典：リフォルニア・エネルギー諮問委員会HP http://www.energy.ca.gov/



参考：アメリカにおける太陽光発電の導入状況
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• アメリカに導入されている太陽光発電の約半分がカリフォルニア州

• カリフォルニア州内の太陽光発電の発電電力量は2015年にも風力の発電電力
量を上回っている。

出典： U.S. Energy Information Administration, Electric Power Monthly



出力制御が事業に与える影響を評価

出力1000kWの太陽光発電事業を想定し、出力抑制が事業性に
どのように影響を与えるか分析

■分析方法

① 前提条件の整理：分析対象事業の設定

② ベースシナリオの計算：ベースシナリオとして、設定条件における対象事業のDCF
法（Discounted Cash Flow法）による経済性評価

③ リスク要因の設定：対象事業のリスク要因の確率モデル化およびリスクの定量化

④ 試算ケースの設定：出力制御の方法別の試算ケースの設定

⑤ ファイナンシャルリスク分析：モンテカルロDCFによる評価
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出力制御が事業に与える影響（モンテカルロDCF）

PIRR 3.99%

DSCR

平均値 1.39

最大値 1.65

最小値 1.10
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表 対象事業前提条件

表 ベースシナリオの評価結果

対象事業 1,000kW

売電価格 27円/kWh

資本費

システム費用 29万円/kW

土地造成費 0.4万円/kW

接続費用 1.35万円/kW

運転維持費 0.6万円/kW

土地賃貸料
（土地面積）

150円/㎡
（15,000㎡）

設備利用率 14%

発電電力量劣化率 0.3%/年

初期投資額 307,500千円

資金構成

資本金
（自己資金）

92,250千円
（初期投資額の3割）

借入（融資）
215,250千円

（初期投資額の7割）

融資条件
融資期間：15年
借入金利：2%



DSCRの感度分析

• 地域資本の事業者は資本金に充てる金額が小さいケースが多い。

• ベースシナリオ（発電電力量の変動がなく、出力制御がない）ケースの場合、資
本金が20～30%あれば、DSCRの平均が1.2を超える。
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モンテカルロDCF

■試算条件

①設備利用率の確率モデル

設備利用率は、正規分布すると仮定し、「福岡」地点の全天日射量データ)から、設備利用
率の確率モデルを設定

②出力制御変動の確率モデル

出力制御は、対数正規分布すると仮定し、太陽光発電協会の出力制御の試算データをも
とに設定

③試算ケース

モンテカルロシミュレーションDCF（試行回数10万回）を以下の3ケースで計算

・ケース１：出力制御なし

・ケース２：出力制御あり（上限10%）

・ケース３：出力制御あり（無制限）
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出力制御が与える影響（モンテカルロDCF） 結果（IRR)

ü ケース１、ケース２のように、出力制御がない、または限定的であれば、事業の下方リスクが限定

ü ケース３では、IRRの平均値が小さいだけではなく、標準偏差も大きく、不確実性リスクを大きく抱
える事業
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統計値(%) ケース１ ケース２ ケース３

平均値 4.01 2.85 -0.07

標準偏差 1.28 1.31 3.91

IRRが0%以上となる確率 99.9 98.3 61.0

IRRが3%以上となる確率 78.8 45.9 17.8



出力制御が与える影響（モンテカルロDCF） 結果（DSCR)

ü DSCRもケース１、２では平均値が１を超えているが、ケース３では、0.95と１未満

ü DSCRが１を下回るということは、融資の返済が滞ることを示しており、金融機関としては事業者に

資本金の割合をさらに高くしてもらうなど、融資審査において慎重にならざるを得ない状況
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まとめ

ü 実際には本稿でモデル化したような大きな出力制御は実際には行われないのかもし
れないが、制度上、無制限・無補償の出力制御ができることになっている限り、発電
事業者としては指定電力事業者の管内で新規に事業投資を行うリスクが高いと言わ
ざるを得ない状況であり、結果的にFIT制度の意義の一つである、市場拡大によるコ
スト低減を阻害するものと考えられる。

ü 電気事業者としても、できるだけ多くの再生可能エネルギー設備を接続し、かつ電力
の安定供給を図ろうとすれば、太陽光発電や風力発電などの不安定電力の出力制
御を行わなければならず、また抑制された発電電力分の保証まで行うことは費用負
担の面からも非現実的となる。

ü これらの矛盾を解決していくためにも、政策的には系統連系対策や電力間の連系線
の運用見直しや拡充など技術的な対策とともに、新規の接続量は限定しつつも、接
続された再生可能エネルギー設備の出力制御などは抑制率を限定するなど、事業
の下方リスクが限定される制度が必要である。

ü また、容量市場の創設、水素活用など、様々なオプションの検討を進めていく必要が
ある。
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参考：地域における再生可能エネルギー事業の事業性評価
等に関する手引き

環境省が、平成２５年度、２６年度に、地域における再生可能エネルギービ
ジネス振興方策等検討作業部会（別紙）の専門的な助言等を得て、

再生可能エネルギー事業に対する事業性評価等に当たっての基礎的情報と
基本的な留意事項をまとめた手引きを、金融機関向けに作成した。

■太陽光発電事業編

• 地域における再生可能エネルギー事業の事業性評価等に関する手引き（金融機関向け）～
太陽光発電事業編～ Ver.1.2 （H27年3月更新）

• キャッシュフロー簡易計算表

■風力発電事業編

• 地域における再生可能エネルギー事業の事業性評価等に関する手引き（金融機関向け）～
風力発電事業編～ Ver.1.1 （H27年3月更新）

■小水力発電事業編

• 地域における再生可能エネルギー事業の事業性評価等に関する手引き（金融機関向け）～
小水力発電事業編～ Ver.1.1 （H27年3月更新）

http://www.env.go.jp/policy/kinyu/manual/
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参考 事業性の評価（事業性評価における評価指標）
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指標 概要

IRR

（Internal Rate of Return：内部収益率）

複利計算に基づいた、投資に対する収益率（利回り）を表す指標。

正味現在価値の累計がゼロとなる割引率として算出される。

DSCR

（Debt Service Coverage Ratio：元利返済金カバー率）

債務返済能力を表す指標の1つであり、以下の式により算出される。

この倍率が高い企業、プロジェクトほど、元利金支払い能力が高いため、融資のリ

スクは低くなると考えられる。

DSCR＝元利金返済前キャッシュフロー÷元利金返済額

β元利金返済額＝前期末有利子負債－当期末有利子負債＋

支払利息・割引料（－期限前弁済額）

DE比率

（Debt Equity比率）

企業財務の健全性（安全性）を見る指標の１つであり、資金のうち負債が株主資本

の何倍にあたるかを示す。一般には、以下の式で算出される。

DE比率＝有利子負債÷株主資本

出典：「地域における再生可能エネルギー事業の事業性評価等に関する手引き（事業者向け）～太陽光発電事業編～」、環境省


